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１ データガバナンス
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仏における研究データ管理（全体像）
• 国レベル

– Transparency Lawの下、研究データは行政文書として管理される。

• RDMに関わる各種ポリシー
– 学術雑誌：Supplemental Materialsの要求
– 研究助成機関(ANR, EU): プロジェクト終了後のデータ保存
– 仏オープンサイエンス計画（Second French Plan for Open Science）

• RDMサポート
– 研究データリポジトリ（Recherche Data Gouv）
– RDMヘルプデスク（Data Workshop）

• RDMの強制力
– 研究助成機関の求めるDMP



仏では、研究データも行政文書に該当
（administrative document）

• 仏では研究データもTransparency Lawの対象となっており、情報
公開請求があった場合は、対応をしなくてはならない。

• このため、仏では機関が研究データポリシーを策定するまでもなく、研
究データは管理されなければいけないこととなっている。

• ただし、この運用は、日本における「研究公正のための研究試料保存
規則（研究データ十年保存ルール）」とほぼ同様

– 研究データ管理を規定する法律や規則はあるものの、
– 機関においては研究データ管理を研究者に委任し、
– 特別な研究データ管理のためのプラットフォームも提供されていない状況
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RDMは
結局、

研究者任せ



仏の研究支援インフラ
ー研究成果発信のためのリポジトリ中心

1. HAL（研究文献）
2. Recherche Data Gouv（研究データ）
3. Software Heritage（ソフトウェア）
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※ 研究成果が３つのプラットフォームに分散されるため、
相互にリンクし運用

研究活動中に
利用する基盤は

特にない



仏のRDM促進の手段
ー研究者のやる気をくすぐるプラットフォーム
• 日本は、即時OA義務化や研究データポリシーの強制力を利用して、

研究者のNII RDCの利用と適切なRDMを促進しようとしている。
(Top-Downアプローチ)

• 仏はHAL等のインフラを「研究者がメインユーザー」と想定して、研究
者の利便性を追求。

• 研究者が進んでプラットフォームを利用することにより、自然に適切な
RDMが研究者レベル、機関レベルで実現。(Bottom-upアプローチ)
 研究業績管理、研究者プロファイル、研究業績の再可能性、論文PDFから

の書誌情報抽出等
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賢い
アプローチ

でも
それができるのは、
高い技術力と、
研究者のニーズを

熟知しているため！



Laurent Romaryの夢
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1. 日仏間のプラットフォーム連携
– どちらのプラットフォームに登録しても、同

等に扱われる

2. 研究者ー機関間のRDM連携
– 研究者のRDMと、機関管理目的の

RDMがシームレスに連携する

機関

研究者

日本

機関

研究者

仏



仏に欠けている点
ー研究活動中のRDM支援プラットフォーム
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• 特に以下の2点について、まず深めていきたいと考えている。
1. Data traceabilityのためのメタデータ付与機能

–研究ワークフロー中に研究者やキュレーターがメタデータを付与
–研究者に必要なRDMと、機関管理RDMが自然に出来ていく
データガバナンス機能やプロビナンス機能に類似

2. Data authorship管理ツール
–研究データ生成時の貢献度を管理できるツール
–STM協会Lise Allenが論文用に作成したあcredit classificationがスター

ティングポイントとなる。
NII研究データポリシーにもData authorshipの条項有り

コラボ
できるかも！



２ 即時OA



仏の国家リポジトリHALへの登録方式
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1. 研究者のセルフアーカイブ
– 業績リストは一度HALに登録してしまえば、他で同じ情報を入力をさせることは絶対にないというこ

とを確約し、インセンティブを提供
– 論文PDFをアップロードすると、書誌情報が自動的に抽出され、研究者の入力負担軽減

2. 機関の図書館員によるメタデータ確認
– 研究者によるセルフアーカイブのメタデータを確認し、公開する。
– 著作権やエンバーゴの確認はしない。著者最終稿の著作権は著者にあるため。

※ 所属機関に図書館員がいない場合の対応
– 国レベル12名程度配備し、所属機関に図書館員がいない研究者のセルフアーカイブを確認
– 研究者のセルフアーカイブから登録まで数日かかることがあり、研究者から若干不満がある。

研究者のための
リポジトリ
となっている
ことがミソ



権利保持戦略は不要
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• 権利保持戦略は、プランSの失策。
– 研究者にcc-by付与を義務化し、研究者が出版社と直接対峙させたため、失敗した。

• 研究者はcc-byを振ることなく、自身の著者最終稿を機関リポジトリに自由に公開でき
る権利を有す。

– 著者最終稿の著作権は著者のもとにあるため、cc-byは不要である。
– 出版社にクレームを言われたら機関が対応すると研究者には言ってあるが、今まで一度も出版社

からは何かを言われたことはない。
– ただし、それでは不安を感じる大学や大学図書館があるため、出版社とのサービス契約③で、

「大学・研究者は、著者最終稿をエンバーゴなしに機関リポジトリに公開する権利を有する」とい
う条件を契約に付す予定。

• 出版社からの著作権譲渡の要求には応じても害はない。
– 著作権譲渡は、出版社が印刷版を配信する権利（著作隣接権）を提供しているのみであり、

研究者が論文の著作者であること（著作者人格権）がなくなる訳ではない。
– これまで、出版社への著作権譲渡を無視するような形でHALにグリーンOAしているが、出版社

から著作権侵害等で訴えられたことはない。

日本も
もしかして

権利保持戦略は
不要？

ストックホルム症候群

誘拐事件や監禁事件などの犯罪被害者が犯
人との間に心理的なつながりを築くこと

ローラン先生は
みんなが

ストックホルモ
ルム症候群に
かかっていると
言うけれど



仏の次期エルゼビア社との契約交渉
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• 転換契約はしない
– 仏はグリーンOA路線のため。また、転換契約はOAへの移行(transform)を

意図していたはずであるが、実態としてそのようになっていないため。
– Read&Publish, Publish&Readもしない

• 仏と出版社との契約は、購読契約やOA出版契約ではなく、仏側が
出版社に提供してもらいたいサービスをリストアップした、いわば「サービ
ス契約」にしようとしている。

• サービスの内容としては、➀学術雑誌のRead、②コンテンツのアーカイ
ブ（データ含む）、③著作権に関わる条項、④Publishを想定

– このうち、④Publishはほぼ不要と考えている。ハイブリッド誌についてはAPC
なしで論文を投稿し、OAにするのはグリーンOAでやれば良いから

– そもそもフルOA誌は、ハゲタカ誌まがい。

日仏で

交渉条件を
揃えると
強いかも



弁護士への確認項目
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1. 仏で研究データは情報公開法により行政文書であるが、日本では
どうか？
–日本でも、研究データについて、情報公開請求に応じる必要はあるか？

2. 「出版社へ著作権譲渡をしても、著者最終稿の著作権は著者に
残るため、cc-byライセンスなしでもグリーンOAしても良い」という解
釈は正しいか？
–日本でも、権利保持戦略なしで、著者最終稿の機関リポジトリへの登録を

進めても良いか？
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